
                                 

                                

 

１ 公共下水道供用開始 

 (1) 公共下水道供用開始区域の告示 

 

 

令和元年度末 

公示済面積(ha) 

令和２年度 

公示面積(ha) 

令和２年度末 

公示済面積(ha) 

内 浜 処 理 区 1,176.92 5.09 1,182.01 

外 浜 処 理 区 911.20 25.07 936.27 

淀 江 処 理 区 269.36 0.69 270.05 

計 2,357.48 30.85 2,388.33 

 

２ 下水道事業受益者負担金の状況 

(1) 告示区域 

負担金の賦課を行った区域 

博労町一丁目、糀町二丁目、陰田町、大谷町、観音寺、両三柳、兼久、美吉、宗像、日原、彦名町、蚊屋、熊党、吉岡、

米原一丁目、米原五丁目、米原七丁目、米原八丁目、米原九丁目、東福原四丁目、西福原七丁目、西福原八丁目、車尾

五丁目、中島二丁目 の各一部 

 

３ 使用料等の収納状況等 

 (1) 使用料 

科   目 

調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 徴収率 

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) (％) 

下
水
道
使
用
料 

現年度分 236,071 2,049,731,025 209,853 1,846,810,224 0 0 26,218 202,920,801 90.10 

過年度分 31,200 223,433,053 25,430 182,008,132 594 13,259,510 5,176 28,165,411 81.46 

計 267,271 2,273,164,078 235,283 2,028,818,356 594 13,259,510 31,394 231,086,212 89.25 

農
業
集
落
排
水
施
設
使
用
料 

現年度分 25,618 196,652,762 23,270 180,556,835 0 0 2,348 16,095,927 91.82 

過年度分 2,766 18,303,663 2,294 16,342,472 31 317,612 441 1,643,579 89.29 

計 28,384 214,956,425 25,564 196,899,307 31 317,612 2,789 17,739,506 91.60 

処
理
場
使
用
料 

現年度分 242 10,100,574 242 10,100,574 0 0 0 0 100 

過年度分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 242 10,100,574 242 10,100,574 0 0 0 0 100 
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 (2) 受益者負担金等 

科   目 
賦課総額 収入済額 不納欠損額 徴収率 

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円) (％) 

下
水
道
事
業
受
益
者
負
担
金 

現年度分 6,089 110,509,080 5,856 107,051,160 0 0 96.87 

過年度分 508 6,525,097 376 3,910,430 2 19,800 59.93 

計 6,597 117,034,177 6,232 110,961,590 2 19,800 94.81 

農
業
集
落
排
水
事
業
分
担
金 

現年度分 44 7,215,851 43 7,015,547 0 0 97.22 

過年度分 1 579,336 1 579,336 0 0 100 

計 45 7,795,187 44 7,594,883 0 0 97.43 

 

 (3) 下水道事業受益者負担金の減免の状況 

区   分 件数 減免金額（円） 

国又は地方公共団体等が公用に供し、又は予定している土地 5 27,095,255 

公共性のある私道の敷地 2 137,457 

社会福祉法人が経営する社会福祉施設用地 3 2,008,686 

下水道事業のため、土地、物件、労力又は金銭を提供した者が受益者となる土地 9 77,769,566 

合   計 19 107,010,964 

 

 (4) 温泉汚水及び公衆浴場等に係る下水道使用料の減免の状況（新型コロナウイルス感染症の影響による事業者支援分） 

件数 減免金額（円） 

163 33,010,820 

   

４ 滞納処分等の状況 

(1) 差押え状況 

科  目 
差  押 

内  訳 
件数 金額（円） 

下水道事業受益者負担金 4 474,010 預貯金、生命保険 

下水道使用料 40 1,151,627 預貯金、給与、生命保険、その他債権 

農業集落排水事業分担金 0 0  

計 44 1,625,637  

 

(2) 交付要求状況 

科  目 
交付要求したもの 配当されたもの 納付されたもの 

件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 

下水道事業受益者負担金 0 0 0 0 0 0 

下水道使用料 3 9,825,735 0 0 0 0 

農業集落排水事業分担金 0 0 0 0 0 0 

農業集落排水施設使用料 0 0 0 0 0 0 

処理場使用料 0 0 0 0 0 0 

計 3 9,825,735 0 0 0 0 



(3) 支払督促状況 

科  目 
支払督促を申請したもの 実施されたもの 和解により取り下げたもの 

件数 金額（円） 件数 金額（円） 件数 金額（円） 

農業集落排水施設使用料 0 0 0 0 0 0 

処理場使用料 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 

 

５ 水洗化普及促進活動の状況 

  戸別訪問や文書での接続依頼、接続工事費用の融資あっせんのほか、市ホームページなどを活用した広報啓発を実施する

ことにより水洗化普及促進を図った。 

(1) 訪問件数                                              (件) 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計 

348 2 1,137 868 604 602 611 463 786 269 180 482 6,352 

 

(2) 水洗便所改造資金融資あっせん状況 

区   分      融資件数         (件)       融資金額        (円) 

下 水 道 事 業 29 16,040,000 

農 業 集 落 排 水 事 業 3 1,900,000 

  

 (3) 水洗化戸数率 

  ア 公共下水道 

 水洗化戸数率 ＝ 
水洗化戸数(戸) 

＝ 
30,745 

＝ 90.1％ 
水洗化可能戸数(戸) 34,137 

   ※ ここでいう「水洗化可能戸数」とは、公共下水道へ接続しなければならない建築物の数であって、排水設備を不要

とする廃屋・倉庫などは含まない。 

 

イ 農業集落排水事業 

 水洗化戸数率 ＝ 
水洗化戸数(戸) 

＝ 
4,383 

＝ 87.4％ 
水洗化可能戸数(戸) 5,014 

   ※ ここでいう「水洗化可能戸数」とは、農業集落排水事業に加入している建築物の戸数である。 

 

６ 合併処理浄化槽設置事業 

(1) 浄化槽法関係事務 

ア 浄化槽の設置又は変更の届出の受理･･･２１１件 

イ 浄化槽の水質検査の結果、保守点検及び清掃に関する報告の受理･･･１９，１２２件 

ウ 浄化槽使用開始の報告の受理･･･２１２件 

エ 浄化槽管理者等の変更の報告の受理･･･２３３件 

オ 浄化槽の使用の廃止の届出の受理･･･２９２件 

カ 浄化槽の使用の休止の報告書の受理･･･２５件 



キ 保守点検又は清掃等の助言･･･１５件 

ク 水質検査を受けることを確保するための指導、助言･･･３，５７８件 

ケ 届出等によらない浄化槽台帳等の処理･･･１２９件 

コ 浄化槽管理者等からの報告の徴収…２４６件 

(2) 浄化槽法改正に伴う浄化槽の設置、管理に関する協議会の設置に向けた動き 

 浄化槽法改正（令和元年６月１９日一部改正公布 令和２年４月１日施行）に伴い、鳥取県から「鳥取県浄化槽整備及

び適正管理推進協議会」の設置に向けて準備会が開催された。 

(3) 合併処理浄化槽設置整備補助事業 

  国の定める汚水処理施設の１０年概成に基づき、生活排水対策の早期概成を図るため、下水道等の整備が当分の間見込

まれない区域においては、合併処理浄化槽の整備を促進するため、補助対象者、対象人槽、補助額、補助基数について

補助制度の拡充を行った。（令和８年度まで継続予定） 

ア 補助金名称  米子市合併処理浄化槽設置整備事業補助金 

イ 補助対象者  住宅、アパート、事務所、事業所等の建物に設置している単独処理浄化槽、くみとり槽等を５０人槽

以下の合併処理浄化槽に付け替えて設置する個人及び法人等（新築は対象外） 

ウ 補助対象地域 下水道等事業計画区域外または区域内であっても当分の間整備が見込まれない地域等 

エ 補助対象基数 年間１００基 

オ 補助金の額 

人槽区分 補助金額（限度額） 

５人槽   ８００，０００円 

６～７人槽 １，０００，０００円 

８～５０人槽 １，３５０，０００円 

カ 令和２年度補助実績 

人槽区分 ５人槽 ６～７人槽 ８～５０人槽 計 

基数（基） ５３ ３２ ３ ８８ 

キ 合併処理浄化槽補助制度の普及促進 

補助制度の周知を図るため、対象地域の中で大篠津町を重点的に戸別訪問を実施した。 

対象地区 大篠津町 

対象世帯 ３５３世帯 

訪問世帯 ３５１世帯 

実施期間 令和２年１０月５日～１１月１６日 

      

７ 広報啓発活動の状況 

(1) 内浜処理場の施設見学を延べ５回実施した。 

 (2) 「マンホールカード」を引き続き配布した。 

  (3) 下水道の普及促進を目的とし「下水道の日」である９月１０日を中心にＰＲ用のぼり旗の掲出を行った。 

    


